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特集　大学生協の変遷と新たな可能性
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１．大学の国際化

　経済社会のグローバル化と日本国内の急激な少
子高齢化という社会構造の変化の中で、国公私立
の別を問わず「大学」のあり方、そしてその将来
像は大きな変革をせまられている。　
　「留学生 30 万人化計画」（平成 20 年）、「日本再
興戦略－ JAPAN is BACK」（平成 25 年）、「日本
再興戦略改定 2014 －未来への挑戦－」（平成 26
年）などの国の政策に後押しされ、受入留学生数１）

は 2005 年の 12 万 1,812 名から、2014 年には 18
万4,155名に伸長しており、確実に「大学の国際化」
は進んでいる２）。その背景には、加速するグロー
バル化の中で、優秀な留学生をいかに獲得するか
という世界規模での大学間の競争が存在し、日本
国内においては 18 歳人口の減少の中で、「教育」「研
究」の質をいかに維持し学生数を確保するかとい
う大学自体の存続にかかわる競争が存在する。
　京都大学においても、2013 年に国際戦略「２x 
by 2020」３）が策定された。「２ x by 2020」は、「教
育」「研究」「国際貢献」の三つの柱で構成されて
いる。「研究」では世界をリードする学術研究を
推進し、世界レベルの研究競争を勝ち抜く力を培
うために大学間連携や国際共同研究の促進、若手
人材の海外派遣や外国人研究者の採用等による人
材の国際化、研究成果の情報発信による国際的評
価の向上を目指している。「教育」では異文化理
解力、交渉力、専門力を併せ持った国際力豊かな
人材を輩出するため、学生の海外派遣や留学生の
受け入れを促進し、世界を牽引するリーダーに必
要な「国際性」の涵養を目指している。そして「国
際貢献」では地球規模の課題である人口、食糧、
環境、資源・エネルギー、医療等の問題に対して
京都大学の持つ総合力を駆使して一層の貢献を果
たすことを目指している。それぞれの柱に、2020
年までの目標と具体的施策が定められており、主
な数値目標として外国人研究者・教員数を 3,190
名から 6,500 名に、受入留学生数を 2,082 名から
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4,300 名に、日本からの海外留学者を 779
名から 1,600 名に、英語講義の実施率 5.1%
から 30% を目指すものである（いずれも
2013 年比）。英語講義実施率を除いては、お
おむね２倍に引き上げる計画を掲げている。
　2014 年に開始された「スーパーグロー
バル大学創成支援」は、国が 10 年間の予
算措置を講じることで、37 大学（トップ
型 13 大学／グローバル化牽引型 24 大学）
の「大学の国際化」をより一層強力に推進
する契機になっており、採択校それぞれが
大学の個性特徴に基づく施策を打ち出して
いる。京都大学は「京都大学ジャパンゲー
トウェイ構想」を提出しトップ型の一つと
して採択されている。この構想は、国際戦
略「２xby2020」を基礎とし、全学的な国
際化のための費用と体制面の基盤整備をよ
り一層進め教育改革を推進する内容となっ
ている４）。
　言うまでもなく、多くの学生・教員は在
籍期間の大半をキャンパスの中で過ごすこ
とになる。留学生や外国人研究者も例外で
はなく、大学は「研究・教育の場」である
と同時に「生活の場」でもある５）。しかし、

「大学の国際化」にあたって「生活の場と
しての大学キャンパス」の基盤をどのよう
に整備していくか、という視点でこれらの
戦略・構想を読み直すとき、必ずしも十分
なケアが具体化されているとは言えない。
　日本の大学の多くは、国公私立の別を問
わず、福利厚生事業について大学本体では
なく生活協同組合や民間企業に委託する形
式が一般的となっている。京都大学の場合、
京都大学生活協同組合（以下、京大生協）
が大学と福利厚生業務委託契約を交わし、
福利厚生事業を担当している。したがって、
京大生協は「大学の国際化」に対応し、留
学生や外国人教員・研究者の「生活の場と
しての大学」＝「福利厚生の基盤」をいか

にして支えていくかを考え、取り組んでい
く立場にあるといえよう。
　本稿では、京大生協における「大学の国
際化」に対応した取り組み、とりわけ「生
活の場」としての大学キャンパスにおいて
重要な要素である「食生活」についての実
践事例を紹介する。いずれも、現在進行形
の取り組みであることから、現場で実際に
直面している様々な困難や課題についても
言及したい。

２．ハラルメニューの
　   取り組みについて

　京大生協のハラルメニュー提供の取り組
みの端緒は 1997 年に遡る。当時、２名の
インドネシア人留学生から「イスラーム教
徒の留学生が安心して学生食堂を利用でき
るよう、どんな食材が使われているのか表
示してほしい」との声が寄せられた。京大
生協では２名のインドネシア人留学生とそ
の友人の留学生に声をかけ、生協職員も含
んだ検討チームをつくりムスリムの学生が
安心して利用できるようなメニューや表記
づくりを試みた。
　しかし、大量調理を基本とする生協食堂
の厨房施設は、ハラルでは禁止されている
豚肉、豚肉由来成分を含む食材、酒や調味
料のアルコール成分（酒精も含む）が、調
理過程で交錯・混入する可能性があるた
め、メニュー提供を実現することはできな
かった。とりわけ検討チームを悩ませたの
は、「ハラルメニューであるかどうか」を
客観的に示せる基準だった。ハラルである
か否かについては、豚肉やアルコールを禁
忌とするという原則はあるものの、個人の
信仰や国によって必ずしも完全に一致した
ものがなく、検討チームにかかわる留学生
にとって問題がなくとも、その他のムスリ
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ムの留学生にとっても同じように問題がな
いとは言い切れないという悩ましさが存在
した。生協が提供するハラル食の基準が、
利用するムスリム学生の基準と異なった場
合、それは信仰にかかわる問題であるため
非常に深刻な問題に発展しかねない危険を
持っていた。それゆえ、1997 年の取り組
みは頓挫することになった。
　一度は頓挫したハラルメニュー提供の取
り組みだったが、2006 年に組合員から寄
せられた「イスラーム教徒の留学生の友人
が安心して食事をとることができないので
何とかしてほしい」という一言カードが
きっかけとなり、ハラルメニュー提供のた
めの取り組みは再びスタートすることに
なった。京大生協では、2003 年に京都大
学正門横に従来の学生食堂とは異なる業態
のフルサービスレストラン「カフェレスト
ラン　カンフォーラ」（以下、カンフォー
ラ）がオープンしており、大量調理を行わ
ないレストランであれば、食材の交錯・混
入を回避してハラルメニューを提供するこ
とができるのではないか、という可能性か
ら、カンフォーラでのハラル食提供に向け
た取り組みがスタートした。この取り組み
では、1997 年の教訓を生かし、信頼され
安心できる基準をいかに実現するかにこだ
わった。基準作りについては、京都大学国
際交流センター（当時）、大学院アジア・
アフリカ研究センター（当時）など、関連
する大学部局・研究室の協力を仰ぎ、イス
ラーム文化に詳しい教員に相談し、その具
体化の方法を検討した。相談を進める中で、
NPO 法人　イスラーム文化センター（以
下、センター）６）を紹介いただいた。セ
ンターは世界宗教であるイスラームの教え
や文明、あるいはイスラーム世界の文化や
生活について、あるべき相互理解や交流を
促進することを目的としていた。とりわけ

センターは、京都市左京区に事務所があり、
京都大学の留学生や外国人研究者等が長年
にわたって寄付・募金を集めるなどして礼
拝施設を備えた現在の事務所を作り上げた
経緯から、京都大学に在籍するムスリムの
方にとって礼拝やハラル食材の調達、日本
での生活相談の拠点となっている施設だった。
　センター代表（当時）とともに、カン
フォーラでハラルメニューをどのように提
供したらよいか相談を進めた。センター代
表（当時）に実際に厨房に入ってもらい、
使用食材、調理器具、調理工程を点検して
もらった。懸案であった基準については監
修方式をとり、「センターによる監修」を
受けたことを表記し、基準について不明な
点はセンターに直接問い合わせていただく
ことで乗り越えることができた。
　2006 年に監修方式で提供することに
なった「ハラルチキンのエスニックステー
キ」は、ムスリムの学生が「安心して食
べることのできるハラルメニュー」とし
て、留学生の間で口コミ情報として急速に
広がり、留学生のみならず日本人学生にも
支持され同店の定番メニューになり、以降
2012 年まで継続して監修方式のもとハラ
ルメニューとして提供された。

３．ハラルメニュー展開の広がり
　  （ケバブコーナーの開設）

　カンフォーラでのハラルメニュー提供が
好評となる一方で、一店舗で１品だけの
提供では食を楽しむことが十分にできな
い、というムスリムの学生たちの声が寄せ
られるようになった。京大生協では、セン
ターと連携しさらに食の国際化を進める
ことができないか検討を開始した。カン
フォーラの経験をもとに、ハラルの基準を
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守りながら、より本格的にクオリティの高
いメニューを提供するにはどうしたらよい
かを検討した結果、京大生協カフェテリア
ルネ（西部会館２階）の一角に、過去にピ
ザを提供していたが今は使用されていない
コーナーがあり、そのコーナーをハラル専
用として改修する案が浮上した。提供する
メニューは、日々の利用に耐えうるようバ
ラエティを担保できるものを検討し、トル
コを代表するファストフードであるケバブ

（Kebab）に決定した。
　ケバブは味付けした肉（鶏肉、牛肉、羊肉）
を串にさし、回転させながら炙り焼き、焼
けたところをそぎ切りにする。この肉とサ
ラダをパンに挟んだり、ライスに添えるな
どして様々なソースで喫食するため、豊富
な組み合わせが可能である。提供にあたっ
てはセンターの紹介で、オーストラリアの
ケバブチェーンの調理指導を受け 2009 年
にケバブコーナーはオープンした。オープ
ン以降、留学生か日本人学生かを問わず多
くの方に利用され、一日の利用が 200 食
近くある（利用者の 10% 程度が利用する）
名物コーナーになった。
　その後、2012 年に西部会館は耐震改修
工事が行われたが、工事後もこのコーナー
はさらに独立性を強め、使用食器や洗浄を
区分し、京都ムスリム評議会のハラル認証を
取得したコーナーとして今も運営している。
　ケバブコーナーの存在価値は、必ずしも
日本ではマジョリティではないマイノリ
ティ（ムスリムの方）のためだけにあるの
ではなく、このコーナーの利用を通して、
京都大学構成員、すなわち生協の組合員の
多文化理解が促進され、多様な食のニーズ・
食べる楽しさを支えるところにあった。　
　京大生協のハラル対応の事例は、食堂施
設の一コーナー区画についてハラル認証機
関による認証を受け、ハラル食材を使用し

て運営する方式をとっているが、他大学に
おいても、ハラルの調味料や食材を使用し
て、そのコミュニティのムスリムのメン
バーが了解したうえでメニューを提供する
など、様々チャレンジが行われている。将
来的には、個別の大学生協ではなく大学生
協グループとして適切な認証機関との連携
や、認証可能な厨房設備設計のフォーマッ
ト化、ハラル食材調達ルート、商品計画を
整備していく必要があると考える。
　ささやかな京大生協の実践事例の教訓と
していえることは、マイノリティへの対応
がそのままマジョリティに受容され支持さ
れる状態を作り上げていくことの大切さで
ある。

４．ベジタリアンメニューの
　   提供を目指して

　ハラル食の提供と同じく、大学の国際化
に伴う食の国際化・多様化において「ベジ
タリアン」への対応は避けて通れない課題
となりつつある。
　ベジタリアン（Vegetarian）は、肉や魚
を食べない人のことをいう。広義では、魚
介類は食べるが、肉は食べない人のことを
指すこともある。ビーガン（Vegan）は、
肉と魚のほか、卵や乳製品も含め動物性食
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品を食べない人をさす。
　昨今、地球環境問題や動物福祉の観点か
らベジタリアン食を選択する人も世界的に
増加している。国連食糧農業機構（FAO）
によると、家畜産業に起因する温室効果ガ
ス排出量は、車・飛行機・フェリー等すべ
ての交通機関から排出の合計値を上回る。
牛肉１㎏の生産には 10㎏の穀物が必要で
あり、穀物 1㎏の栽培に必要な 10 倍の淡
水が使われ、人類の食糧問題が危惧される
中、穀物の多くが家畜の餌になっている。
日本を含む先進諸国では、肉や卵、牛乳な
どの畜産物を工場のような環境で大量生産
する「工場畜産」が主流となっている。命
ある動物を工場製品のように取り扱うとい
う意味で倫理的に問題に感じる人が増えて
いるということである。これらの諸問題が、
日常の自らの「食生活」と深くかかわって
いるという認識から、単に健康上の理由の
みではなく、地球環境・食糧問題・動物福
祉等の多様な理由で「ベジタリアンという
選択」をする人々が世界的に増加している
のである。
　2013 年に「学食にベジタリアンメニュー
を置いてほしい」と京大生協本部に「京大
VegeProject」（以下、べジプロ）の学生
たちが訪ねてきた。ベジプロ学生代表は、
農学研究科修士課程２年（当時）の女子学
生だった７）。彼女は留学経験があり、ベジ
タリアンという食の選択について海外で考
え、徐々にその実践に入ろうとしていると
ころだった。海外の大学では当然のように
ベジタリアンという食の選択が可能であっ
たこと、日本ではまだ十分にベジタリアン
は理解されておらず外食ではそのような食
事を選択することは困難であること、京大
でも留学生は増加しており彼らのニーズを
満たすために学食にベジタリアンメニュー
を置いてほしいこと、そして、ベジタリア

ンという食の選択をする意味を多くの学生
に理解してもらいたいことを訴えてきた。
　ベジプロが京都大学の学生に対して実施
した「ベジタリアン、ビーガンに関する意
識調査 / 学食のベジタリアンメニュー導入
に関する意識調査」（実施期間：2013 年６
月～８月、サンプル数 525 名、うち外国人
回答 38 名）によれば、「ベジタリアンやビー
ガンのことを知っているか」との問いに
対し、「よく知っている／なんとなくわか
る」と回答した日本人学生は 47%、外国
人学生は 92.5% となった。「聞いたことが
ある」を合わせると日本人学生は 68.5%、
外国人学生は 100% となる。また、「現在
ベジタリアンを実践している」と回答した
日本人学生は 1.2%、外国人学生は 7.9% と
なった。ベジタリアンを実践している程度
について、「極力肉を食べないようにして
いる」という回答を合わせると、日本人学
生は 2.7%、外国人学生は 10.5% となった。
日本人学生が考える「ベジタリアンを選択
する理由」（複数回答可）についての質問
では、宗教（34.9%）、動物福祉（20.9%）、
健康（18.5%）、食糧問題（5.5%）の順にと
なっており、日本人学生の多くはベジタリ
アンの選択は宗教的理由によるものだとい
うイメージを強く持っていることがうかが
える。一方、外国人学生は環境・宗教・健
康の３つがいずれも 15.8%、次いで動物福
祉・食糧問題が 13.2% となっておりベジタ
リアンの選択は宗教的理由というよりも多
様な要因によって行われていると理解して
いることがわかる。また、環境問題への関
心があると答えた日本人学生は 63.7%、外
国人学生は 97.2% であり、あると答えた学
生のうち、環境に配慮した行動を実践して
いると答えたのは、日本人学生で 14.9%、
外国人学生は 45.9% にのぼる。そして、ベ
ジタリアンメニューを学食に導入した場合
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「試してみたい」と回答したのは日本人学
生 27.5%、外国人学生 68.4% となった。
　「学生食堂にベジタリアンメニューを導
入してほしい」という熱心な要望と、以上
のような地道な調査活動の結果を踏まえ、
まずは 1 週間の企画として提供することに
した。企画実施を判断した理由は、食堂の
利用を通じて、学生自らの「食の選択」と
環境問題や様々な社会問題のつながりを考
える契機になる可能性があり、国際化への
対応という文脈においても大切な実践と考
えたからである。
　2013 年 11 月にカフェテリアルネにおい
て試験展開したベジタリアンメニューは、
大豆ミートを使用した唐揚げや生姜焼丼、
厚揚げを使用した豆乳シチュー、動物由来
の食材を使用しないカレー、湯葉とほうれ
ん草の和え物である。イベントに合わせ、
活動の意義を知らせるチラシの配布や、ベ
ジタリアンに関係する書籍フェアを開催す
るなど、ベジプロの学生が主力となって取
り組みを進めた。1 週間の利用食数はベジ
タリアンメニュー合計で 4,580 食となり、
選択率（商品の出食数÷利用客数）が 10%
を超すメニューもあった。イベント期間中、
ベジプロが行った、ベジタリアンメニュー
の常時提供に賛同する署名は 1,007 筆集ま
り、企画終了後もベジタリアンメニューを
食堂で提供していく方針を持つにいたった。
しかし、ベジタリアンメニューの常設化に
は、ハラル対応と同じく課題も多く存在し
た。例えば、厨房施設で加熱調理に多用す
るフライヤーは、ビーガンにまで対応する
には、動物性由来食材との混合使用ができ
ず、多くの通常メニューの調理が困難に
なってしまうことである。また、多くの学
生から動物性由来のメニューが当然のよう
に求められる中で、これをベジタリアンメ
ニューに置き換えることは利用減少を招来

するのではないかという現場危機感もあっ
た。いまだ一般的でないベジタリアンに対
応した食材・調味料の調達や厨房設備設計
等も課題であり、それらはほぼハラル対応
の際の課題と同様であった。これらの困難
はありつつも一定の基準を定め、ようやく
2016 年 5 月に常時展開をスタートさせた。
今後は、実践を進めながら改善を重ねてい
く予定である。

５．まとめにかえて

　本稿では十分に言及できなかったが、「大
学の国際化」を巡る京大生協の課題はほか
にも存在している。一例をあげるならば、

「住まい」であり、日常生活の「リスクマ
ネジメント」である。外国人研究者や留学
生にとって日本は海外であり、使用言語の
異なる国で安心して大学生活を送るうえで
適切な「住まい」を確保すること、日常生
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活のケガや事故のリスクに備えることは生
活基盤を支える基本中の基本といえる。
　国庫補助等で整備された京都大学の宿舎

（部屋数）は先に掲げられた国際戦略「２
xby2020」の目標数値に未だ到達しない中、
生協も含めた民間の住まい斡旋との連携・
協力は不可欠である。外国人であること、
日本国籍がないことが理由となって入居で
きないような事態が生じてはいけない。差
別や障壁のない状態をつくっていくこと
は、大学生協だけでなく、大学・行政・地
域コミュニティの理解や協力が必須である。
　また、京都大学では留学生に対して生協
がおすすめする「学生賠償責任保険」を原
則義務化しているが、その背景には、正課
の内外を問わず、留学生の日常生活で発生
しがちな自転車事故などの他人への賠償リ
スクへの備えの必要性があるからである。
　以上のように「住まい」「リスクマネジ
メント」などの面からも総合的な国際化対
応が求められているのである。
　京大生協は京都大学の中に存在する協同
組合であり、京都大学の構成員が組合員で
ある。その使命は、京都大学の学生・教職
員の大学生活をより豊かなものにすること
にある。したがって、場あるいは組織とし
ての京都大学の発展は、京大生協の使命と
必然的に多くの部分で重なり合うことにな
る。大学の将来像や発展方向を「生活の場」
を支える立場から考え、大学に対して積極
的・主体的に提案していくことで「より良
い大学を創造するパートナー」となり、そ
うあり続けることが重要なのだと考える。
今後一層進む「国際化」の中で、従来以上
に大学と生協との総合的な連携協力は不可
欠であろう。
　最後に、この間の京大生協の「国際化」
への対応が常に組合員の声やアクションか
ら起動していることが示す通り、事業の革

新は組合員が出発点であることを付記して
おきたい。　　
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